
１．趣旨

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を通じ、これまでの、①一極・大都市集中で、デジタルトランスフォーメー
ション（DX）が遅れ、距離が意味を持つ経済社会、②特定の場所で問題が起きれば全てのサプライチェーンが崩
壊するような、短視眼で極限まで無駄がない経済社会、が問われている。

ウィズ・コロナ、ポスト・コロナ社会の基本理念としては、

① 新しい働き方を定着させ（テレワーク・在宅勤務、時差出勤、兼業・副業等）、リモートワークにより地方創生を
推進し、DXを進めることで、分散型居住を可能とする社会像、

② 変化への対応力があり、強靱性・復元力を持った長期的な視点に立った社会像、
③ 企業も眼前の利益にとらわれず、長期的なビジョンに立った企業像、
④ 脱炭素社会・循環経済の実現も含め、持続可能性を持った社会像、

の設計が求められている。

このため、例えば、

新しい働き方の定着と一極集中の是正
人々の間の信頼・接触の回復
当面の経済運営の課題
金融市場の安定化
産業再生・事業再構築
エネルギーをめぐる課題への対応と今後のエネルギー戦略
科学・技術イノベーションの在り方
政府・自治体の在り方
国際環境への対応

といった項目について、今後、検討を行うため、未来投資会議を当分の間、拡充する。

ウィズ・コロナ、ポスト・コロナ社会の検討のための未来投資会議の拡充について
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２．未来投資会議の構成員の追加 (追加メンバーは赤字)

民間議員（五十音順）
大木 隆生 東京慈恵会医科大学外科教授・対コロナ院長特別補佐
岡部 信彦 川崎市健康安全研究所所長
尾身 茂 独立行政法人地域医療機能推進機構理事長
金丸 恭文 フューチャー株式会社代表取締役会長兼社長 グループCEO
神津 里季生 日本労働組合総連合会会長
五神 真 東京大学総長
櫻田 謙悟 SOMPOホールディングス株式会社 グループCEO取締役 代表執行役社長
志賀 俊之 株式会社ＩＮＣＪ 代表取締役会長
竹中 平蔵 東洋大学教授、慶應義塾大学名誉教授
中西 宏明 日本経済団体連合会会長
南場 智子 株式会社ディー・エヌ・エー代表取締役会長
新浪 剛史 サントリーホールディングス株式会社代表取締役社長
三浦 瑠麗 株式会社山猫総合研究所代表
米良 はるか READYFOR株式会社代表取締役CEO
脇田 隆字 国立感染症研究所所長

構造改革徹底推進会合会長
小林 喜光 株式会社三菱ケミカルホールディングス取締役会長

（「企業関連制度・産業構造改革・イノベーション」会合）
翁 百合 株式会社日本総合研究所理事長

（「健康・医療・介護」会合）
三村 明夫 日本商工会議所会頭（「地域経済・インフラ」会合）
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３．事務局

内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室及び経済産業省等関係行政機関の協力を得て、内閣官房
日本経済再生総合事務局が行う。
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